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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第10期

中間連結会計期間
第11期

中間連結会計期間
第10期

会計期間
自　2024年11月１日
至　2025年４月30日

自　2025年11月１日
至　2026年４月30日

自　2024年11月１日
至　2025年10月31日

営業収益 （千円） 997,884 899,161 2,501,057

経常利益又は経常損失(△) （千円） △90,679 △358,804 211,363

親会社株主に帰属する当期純利益

又は親会社株主に帰属する中間純

損失(△)

（千円） △93,959 △550,458 395,689

中間包括利益又は包括利益 （千円） △93,959 △550,458 395,689

純資産額 （千円） 4,321,269 4,704,164 4,842,127

総資産額 （千円） 4,757,856 4,935,899 5,426,528

１株当たり当期純利益又は

１株当たり中間純損失(△)
（円） △4.14 △23.36 17.35

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 90.8 95.3 89.2

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △95,347 △733,234 402,075

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △14,129 △11,439 △31,559

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 149,328 399,689 175,230

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 3,991,550 4,152,460 4,497,445

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　　　２．第10期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、

当社株式は非上場であり期中平均株価が把握できないこと、また、１株当たり中間純損失であることから、

記載しておりません。

　　　　３．第10期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場

であり期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

　　　　４．第11期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、

１株当たり中間純損失であるため、記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態の状況

（資産）

当中間連結会計期間末における総資産は4,935,899千円となり、前連結会計年度末に比べ490,629千円減少いたし

ました。これは主に、その他流動資産が47,848千円増加した一方で、現金及び預金が344,984千円、繰延税金資産

が188,556千円それぞれ減少したことによるものであります。

 

（負債）

当中間連結会計期間末における負債は231,735千円となり、前連結会計年度末に比べ352,666千円減少いたしまし

た。これは主に、一時的な募集等受入金の預り等の預り金が155,312千円、未払消費税等が107,747千円、未払費用

が47,694千円、未払金が41,228千円それぞれ減少したことによるものであります。

 

（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産合計は4,704,164千円となり、前連結会計年度末に比べ137,962千円減少い

たしました。これは主に、株式上場に伴う新株発行、第三者割当増資の実施及び新株予約権の行使により資本金及

び資本剰余金がそれぞれ206,260千円増加したこと、減資により資本金238,153千円を資本剰余金に振替え、欠損填

補に充当するため資本剰余金5,150,188千円を利益剰余金に振替えたこと、親会社株主に帰属する中間純損失

550,458千円の計上による利益剰余金の減少によるものであります。

 

(2）経営成績の状況

当社グループを取り巻く未上場株式市場においては、政府の「スタートアップ育成５か年計画」により、2027年

に投資額を10倍の10兆円規模とする目標が掲げられ、規制緩和や税制優遇によって投資環境の整備が進んでいま

す。また、市場仲介者を通じた資金調達額も、2027年度までに1,800億円とすることが目標設定されています（出

所：日本証券業協会「スタートアップ企業等への成長資金供給等に関する懇談会報告書（2025年９月報告）」）。

さらに、2030年からの東証グロース市場の上場維持基準厳格化（上場後５年で時価総額100億円）（出所：東京証

券取引所「グロース市場の上場維持基準の見直し等の概要」（2025年９月26日））に伴い、上場準備期間が長期化

し、成長のための追加資金調達ニーズや、未上場株式を保有する株主の流動性確保ニーズがますます高まると考え

ております。なお、2025年にスタートアップが調達した資金総額は7,613億円（デットを除く）と前年の8,828億円

から減少しており、リスクマネー供給量は足踏み傾向にあります（出所：Japan Startup Finance 2025）。

このような環境の中、当社グループは、「フェアに挑戦できる、未来を創る。」をビジョンとして、スタート

アップ企業へのリスクマネーの供給量、投資家と未上場企業との間の情報の非対称性、未上場株式の低い流動性な

ど、未上場株式市場を取り巻く課題の解決と未上場株式市場の拡大に取組んでいます。

2025年10月期から2027年10月期の３か年においては、GMV（流通取引総額）の拡大に取組んでおり、未上場企業

の投資調達額の増大を図っております。特に特定投資家向け銘柄制度（J-Ships）を活用した「FUNDINNO PLUS+」

による大型資金調達支援に注力し、プライマリー領域におけるGMV（流通取引総額）の拡大に努めており、当中間

期末で累計321.6億円となりました。

 

※GMV（流通取引総額）：

プライマリー領域における資金調達及びセカンダリー領域における売出しの成約額

 

当中間連結会計期間において、当社が提供するサービス向上に向け、投資家や発行会社との面談を実施しまし

た。また、SFA（営業支援システム）やCRM（顧客関係管理）の強化に向けたシステムのリプレイスや、蓄積データ

を基にしたデジタルマーケティングの深化に向けた体制強化を行い、本格的なデータの利活用を推進しておりま

す。そのような中、事業法人によるスタートアップ企業への投資の取扱いの開始やセカンダリー取引の実現等があ

りましたが、一方で、「FUNDINNO PLUS+」の取り扱いが伸び悩みました。

以上の結果、当中間連結会計期間におけるGMV（流通取引総額）は41.4億円となり、発行会社からの資金調達に

関する受入手数料は足踏みし、費用の増加は限定的であるものの、営業利益および経常利益は赤字を計上すること

となりました。また、通期の業績予想についても厳しい経営環境が続くことを見込んでおり、今後の回収可能性を

慎重に検討した結果、当中間会計期間において繰延税金資産の全部を取り崩し、法人税等調整額を計上いたしまし
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た。これらの結果、当中間連結会計期間の業績は、営業収益は899,161千円（前年同期比9.9％減）、純営業収益は

772,515千円（前年同期比12.3％減）、営業損失は354,419千円（前年同期は営業損失95,598千円）、経常損失は

358,804千円（前年同期は経常損失90,679千円）、親会社株主に帰属する中間純損失は550,458千円（前年同期は親

会社株主に帰属する中間純損失93,959千円）となりました。

なお、当社グループは、「未上場企業エクイティプラットフォーム事業」の単一セグメントであるため、セグメ

ント別の記載はしておりません。

 

当中間連結会計期間における主な取り組みは以下のとおりであります。

 

（a）未上場企業エクイティプラットフォーム構築の進展

「FUNDINNO PLUS+」で資金調達した発行会社の東京証券取引所グロース市場への上場や、売却ニーズのある未

上場企業の株主と特定投資家との間のセカンダリー取引等、当社が提供する未上場企業エクイティプラット

フォームにおけるリスクマネーの循環が進展しております。また、将来的に新たな投資家層の開拓やセカンダ

リー市場の流動性向上を目的として、「第二種金融商品取引業」および「投資運用業」の登録に向けた体制を強

化するなど、未上場企業への円滑な資金供給や投資家への多様な投資機会の提供に関する新たな取組みを始めて

おります。

 

（b）特定投資家数の拡大

特定投資家の増加を重要なKPIとして、投資ポテンシャルの拡大を図っております。「FUNDINNO PLUS+」は特

定投資家のみが投資することが認められており、「FUNDINNO PLUS+」での資金調達の成約の蓋然性を高め、GMV

（流通取引総額）の拡大を図るためには特定投資家の増加が必要です。特に当社のプラットフォームに登録し、

当社サービスの理解の深い一般投資家がさらなるサービス利用を求めて特定投資家登録へ転換することが当社の

特徴であり強みであります。

当中間連結会計期間においては、引き続き一般投資家の特定投資家への転換を促進するとともに、条件を満た

す富裕層などへの訴求や営業を行った結果、特定投資家は273名増加し、2026年４月末時点で1,895名となりまし

た。また、従来の個人投資家に加えて、事業法人に対する営業活動にも注力を開始し、法人投資家によるスター

トアップ企業への投資も実現し始めております。

 

（c）販売チャネルの拡大

当中間連結会計期間において、「FUNDINNO PLUS+」の販売チャネルの拡大に取組んでおります。

「FUNDINNO PLUS+」では、株式投資型クラウドファンディングで規制されている対面営業が可能であり、投資

家に対するよりきめ細かい営業が可能です。そのため、投資家営業人員の採用に加えて、パートナー企業の開拓

と連携により、販売チャネルの拡大に努めました。

 

（d）発行会社営業

「FUNDINNO PLUS+」は株式投資型クラウドファンディングと異なり募集金額に上限がないため、レイタース

テージの企業など、より大きな金額の資金調達ニーズに応えております。トップ営業に加えて、他社（ベン

チャーキャピタルやコーポレートベンチャーキャピタル、金融機関など）との連携を図るなどして、安定的な大

型案件の獲得に努めております。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ344,984千円減少し、4,152,460

千円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは733,234千円の使用（前年同期は95,347千円の使用）となりました。これ

は主に、税金等調整前中間純損失が358,349千円、預り金の減少額が155,312千円、未払消費税等の減少額が

107,747千円、及び法人税等の支払額が48,366千円あったことによるものであります。

 

EDINET提出書類

株式会社ＦＵＮＤＩＮＮＯ(E41081)

半期報告書

 5/22



（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは11,439千円の使用（前年同期は14,129千円の使用）となりました。これは

主に、無形固定資産の取得による支出が12,392千円あったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは399,689千円の獲得（前年同期は149,328千円の獲得）となりました。これ

は主に、上場関連費用の支出が9,154千円あった一方で、株式の発行による収入が261,705千円、新株予約権の行使

による株式の発行による収入が147,811千円あったことによるものであります。

 

(4）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更はありま

せん。

 

(6）研究開発活動

該当事項はありません。

 

(7）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの資金需要は、事業運営に必要な運転資金（外注費や人件費など）、投資家や発行体の獲得に必要な

マーケティング費用などが主な内容であります。

当社グループは、それらの支出について、第三者割当増資により調達しており、余資については一部定期預金で運

用しております。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 91,000,000

計 91,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2026年４月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年６月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 23,880,101 23,880,101
東京証券取引所

グロース市場

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。なお、

単元株式数は100株

であります。

計 23,880,101 23,880,101 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2026年６月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2025年12月４日

(注) １
87,700 23,096,901 25,012 115,732 25,012 9,922,769

2025年12月５日～

2026年１月６日

(注) ２

338,400 23,435,301 63,968 179,700 63,968 9,986,737

2026年１月７日

(注) ３
374,800 23,810,101 106,892 286,593 106,892 10,093,630

2026年２月28日

(注) ２
8,000 23,818,101 1,560 288,153 1,560 10,095,190

2026年３月３日

(注) ４
－ 23,818,101 △238,153 50,000 △10,045,190 50,000

2026年３月４日～

2026年４月30日

(注) ２

62,000 23,880,101 8,827 58,827 8,827 58,827

(注)１．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 普通株式 87,700株

　　　　発行価格　　620円

　　　　引受価額　　570.40円

　　　　資本組入額　285.20円

　　２．新株予約権の行使による増加であります。

　　３．有償第三者割当増資（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資） 普通株式 374,800株

　　　　割当先　　　野村證券株式会社

　　　　割当価格　　570.40円

　　　　資本組入額　285.20円

　　４．2026年１月29日開催の定時株主総会の決議に基づき、2026年３月３日付で減資の効力が発生し、資本金の額及び

資本準備金の額が減少しました。
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（５）【大株主の状況】

  2026年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

株式会社ＪＣＣ
東京都港区芝四丁目７番６号　芝ビルディ

ング７０４
4,786,308 20.04

松井　宏記 京都府宇治市 1,136,920 4.76

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２番２号 1,019,900 4.27

平石　智紀 東京都世田谷区 926,500 3.87

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番12号 772,700 3.23

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号　赤坂イン

ターシティＡＩＲ
662,100 2.77

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 625,000 2.61

株式会社岡三証券グループ 東京都中央区日本橋室町２－２－１ 625,000 2.61

松岡　司 東京都品川区 440,000 1.84

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４番地 408,400 1.71

計 － 11,402,828 47.75

（注）野村信託銀行株式会社（投信口）、株式会社日本カストディ銀行（信託口）及び日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）の所有株式は、全て信託業務に係る株式であります。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 23,874,100 238,741

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式です。

単元株式数は100株でありま

す。

単元未満株式 普通株式 6,001 － －

発行済株式総数  23,880,101 － －

総株主の議決権  － 238,741 －

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。
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２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）並びに同規則第46条及び第68条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内

閣府令」（平成19年内閣府令第52号）、及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和49年11月14日付日本証

券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年11月１日から2026年４月30

日まで）に係る中間連結財務諸表について、監査法人アヴァンティアによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2025年10月31日）

当中間連結会計期間
（2026年４月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,497,445 4,152,460

預託金 227,833 202,138

顧客分別金信託 227,833 202,138

売掛金 13,212 17,801

契約資産 15,613 17,183

立替金 2,982 223

顧客への立替金 62 197

その他の立替金 2,920 25

前払費用 63,692 77,375

未収収益 224,627 206,927

その他 11,243 59,092

貸倒引当金 △1,444 △447

流動資産合計 5,055,205 4,732,754

固定資産   

有形固定資産   

建物 59,409 57,410

器具備品 29,622 23,633

リース資産（純額） － 632

有形固定資産合計 89,031 81,675

無形固定資産   

ソフトウエア 8,494 23,086

ソフトウエア仮勘定 9,767 5,753

その他 1,847 2,423

無形固定資産合計 20,109 31,264

投資その他の資産   

投資有価証券 71 71

敷金 59,839 58,574

長期前払費用 2,637 23,708

繰延税金資産 188,556 －

その他 11,077 7,850

投資その他の資産合計 262,182 90,204

固定資産合計 371,323 203,145

資産合計 5,426,528 4,935,899
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2025年10月31日）

当中間連結会計期間
（2026年４月30日）

負債の部   

流動負債   

預り金 165,899 10,586

顧客からの預り金 475 1,418

募集等受入金 142,631 －

その他の預り金 22,792 9,168

１年内返済予定の長期借入金 1,232 560

リース債務 － 214

前受金 11,583 14,733

買掛金 13,159 12,786

未払金 184,644 143,416

未払費用 68,706 21,011

未払法人税等 3,835 2,163

未払消費税等 133,299 25,551

賞与引当金 1,966 133

流動負債合計 584,327 231,157

固定負債   

リース債務 － 503

その他 74 74

固定負債合計 74 578

負債合計 584,401 231,735

純資産の部   

株主資本   

資本金 90,720 58,827

資本剰余金 9,897,757 5,191,981

利益剰余金 △5,146,613 △546,883

株主資本合計 4,841,863 4,703,924

新株予約権 264 240

純資産合計 4,842,127 4,704,164

負債純資産合計 5,426,528 4,935,899
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年11月１日
至　2025年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年11月１日
至　2026年４月30日）

営業収益   

受入手数料 865,308 715,973

委託手数料 466 53,073

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等

の取扱手数料
856,442 652,499

その他の受入手数料 8,400 10,400

その他の営業収益 132,575 183,187

営業収益計 997,884 899,161

金融費用 11 5

売上原価 117,418 126,640

純営業収益 880,454 772,515

販売費及び一般管理費   

取引関係費 168,012 213,554

人件費 456,628 555,123

不動産関係費 22,667 23,267

事務費 187,912 132,573

減価償却費 6,089 7,846

租税公課 2,712 4,317

貸倒引当金繰入額 1,502 △929

その他 130,527 191,181

販売費及び一般管理費合計 976,052 1,126,934

営業損失（△） △95,598 △354,419

営業外収益   

受取利息及び配当金 2,000 7,203

雑収入 2,703 1,598

講演料収入 367 174

営業外収益合計 5,071 8,975

営業外費用   

支払手数料 152 2,979

上場関連費用 － 9,154

その他 － 1,227

営業外費用合計 152 13,361

経常損失（△） △90,679 △358,804

特別利益   

固定資産売却益 － 455

特別利益合計 － 455

税金等調整前中間純損失（△） △90,679 △358,349

法人税、住民税及び事業税 3,279 3,552

法人税等調整額 － 188,556

法人税等合計 3,279 192,109

中間純損失（△） △93,959 △550,458

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △93,959 △550,458
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年11月１日
至　2025年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年11月１日
至　2026年４月30日）

中間純損失（△） △93,959 △550,458

中間包括利益 △93,959 △550,458

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △93,959 △550,458

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年11月１日
至　2025年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年11月１日
至　2026年４月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純損失（△） △90,679 △358,349

減価償却費 7,354 9,219

固定資産売却益 － △455

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,401 △996

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,166 △1,833

受取利息 △2,000 △7,203

支払利息 11 5

上場関連費用 － 9,154

支払手数料 － 2,979

売上債権の増減額（△は増加） △6,125 △4,589

契約資産の増減額（△は増加） 92,003 △1,569

預託金の増減額（△は増加） △46,588 25,694

未収収益の増減額（△は増加） △144,857 17,699

前払費用の増減額（△は増加） △1,794 △13,683

長期前払費用の増減額（△は増加） － △21,071

仕入債務の増減額（△は減少） △2,519 △373

未払金の増減額（△は減少） △34,566 △43,973

未払費用の増減額（△は減少） 12,435 △47,694

前受金の増減額（△は減少） 2,755 3,150

預り金の増減額（△は減少） 78,855 △155,312

未払又は未収消費税等の増減額 44,040 △107,747

その他 △3,274 4,115

小計 △92,382 △692,835

利息及び配当金の受取額 2,000 6,295

利息の支払額 △11 △5

法人税等の支払額 △5,000 △48,366

法人税等の還付額 46 1,676

営業活動によるキャッシュ・フロー △95,347 △733,234

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,440 △1,047

無形固定資産の取得による支出 △11,689 △12,392

投資その他の資産の増減額（△は増加） － 2,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,129 △11,439

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △672 △672

株式の発行による収入 150,000 261,705

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 147,811

上場関連費用の支出 － △9,154

財務活動によるキャッシュ・フロー 149,328 399,689

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 39,851 △344,984

現金及び現金同等物の期首残高 3,951,699 4,497,445

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 3,991,550 ※ 4,152,460
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【注記事項】

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年11月１日
至　2025年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年11月１日
至　2026年４月30日）

現金及び預金勘定 3,991,550千円 4,152,460千円

現金及び現金同等物 3,991,550千円 4,152,460千円

 

（株主資本等関係）

前中間連結会計期間(自　2024年11月１日　至　2025年４月30日)

 

１　配当金支払額

該当事項はありません。

 

２　株主資本の著しい変動

当社は、2024年12月31日及び2025年１月23日付で、第三者割当増資の払込を受け、資本金及び資本準備金が

それぞれ75,000千円増加しております。この結果、当中間連結会計期間において、資本金が175,000千円、資

本剰余金が9,782,037千円となっております。

 

当中間連結会計期間(自　2025年11月１日　至　2026年４月30日)

 

１　配当金支払額

該当事項はありません。

 

２　株主資本の著しい変動

当社は、2025年12月５日付で東京証券取引所グロース市場に株式を上場いたしました。この上場にあたり、

2025年12月４日を払込期日とする一般募集（ブックビルディング方式による募集）による新株式87,700株の発

行、及び2026年１月７日付で第三者割当増資による新株式374,800株の発行により、資本金及び資本準備金が

それぞれ131,905千円増加しております。

また、当社は、2026年１月29日開催の定時株主総会の決議に基づき、2026年３月３日付で減資の効力が発生

し、当中間連結会計期間において、資本金が238,153千円、資本準備金が10,045,190千円減少し、その他資本

剰余金が10,283,343千円増加しております。また、その他資本剰余金5,150,188千円を繰越利益剰余金に振替

えることにより、欠損填補に充当しております。

さらに、新株予約権の行使により資本金及び資本準備金がそれぞれ74,355千円増加しております。

この結果、当中間連結会計期間末において、資本金が58,827千円、資本剰余金が5,191,981千円、利益剰余

金が△546,883千円となっております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、未上場企業エクイティプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、記載を省略して

おります。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間(自　2024年11月１日　至　2025年４月30日)

(単位：千円)

 プライマリー領域 グロース領域 セカンダリー領域 合計

収益認識の時期     

一時点で移転されるサービス 864,842 17,279 466 882,588

一定の期間にわたり移転される

サービス
― 115,296 ― 115,296

合計 864,842 132,575 466 997,884

顧客との契約から生じる収益 864,842 132,575 466 997,884

合計 864,842 132,575 466 997,884

外部顧客への営業収益 864,842 132,575 466 997,884

 

当中間連結会計期間(自　2025年11月１日　至　2026年４月30日)

(単位：千円)

 プライマリー領域 グロース領域 セカンダリー領域 合計

収益認識の時期     

一時点で移転されるサービス 682,604 40,463 53,073 776,141

一定の期間にわたり移転される

サービス
― 123,019 ― 123,019

合計 682,604 163,482 53,073 899,161

顧客との契約から生じる収益 682,604 163,482 53,073 899,161

合計 682,604 163,482 53,073 899,161

外部顧客への営業収益 682,604 163,482 53,073 899,161

（注）サービス区分ごとの相対的重要性が変化したことから、収益及びキャッシュ・フローに影響を及ぼす要因を考慮

したうえで、経営の実態をより適切に表示できるように当中間連結会計期間に区分を見直した結果、従来のサービ

ス区分ごとの記載を取り止めました。この変更に伴い、前中間連結会計期間についても組替えを行っております。
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（１株当たり情報）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年11月１日
至　2025年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年11月１日
至　2026年４月30日）

１株当たり純資産額 189円76銭  196円98銭

１株当たり中間純損失(△) △4円14銭 △23円36銭

（注）１．前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株

式は非上場であり期中平均株価が把握できないこと、また、１株当たり中間純損失であることから、記載して

おりません。

２．当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当

たり中間純損失であるため、記載しておりません。

３．１株当たり中間純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間
（自　2024年11月１日
至　2025年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年11月１日
至　2026年４月30日）

親会社株主に帰属する中間純損失(△)(千円) △93,959 △550,458

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純損失

(△)(千円)
△93,959 △550,458

普通株式の期中平均株式数(株) 22,706,770 23,562,430

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含まれなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

第16回新株予約権

(新株予約権の数1,084,000個)
―

４．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間
（2025年４月30日）

当中間連結会計期間
（2026年４月30日）

純資産の部の合計額(千円) 4,321,269 4,704,164

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 504 240

　(うち新株予約権)(千円) (504) (240)

普通株式に係る中間期末の純資産額(千円) 4,320,765 4,703,924

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末の

普通株式の数(株)
22,769,201 23,880,101

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年６月15日

株式会社ＦＵＮＤＩＮＮＯ

取締役会　御中

 

監査法人アヴァンティア

東京事務所

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 木　村　直　人

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 田　中　龍之介

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＦＵＮ

ＤＩＮＮＯの2025年11月１日から2026年10月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年11月１日から2026年４

月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算

書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社ＦＵＮＤＩＮＮＯ及び連結子会社の2026年４月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸

表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、
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中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められ

ないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
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